
副首都が実現すれば、明治維新以来
の日本における統治機構改革となる。

副首都として、日本の成長エンジンの役割を
担うには、府域に集積する経済ポテンシャル
を最大限に生かした成長戦略の実践と、二
重行政、二重投資を発生させず、統一した
方針に基づく重点投資やスピード感のある
施策展開を行うことが不可欠。このため、府
と市を再編し、新たに強力な自治体を生み
出す都構想が、最もふさわしい地方政府の
あり方と考える。都構想の実現をめざす。

「副首都法案の与党協議が進んで
いる」とのことだが、報道によると、副

首都は複数地域で設置可能とし、指定要
件は、大都市法（※）に基づく特別区の設置
に限らない方針を確認したとのこと。大阪
都構想が実現しなくても、副首都に指定さ
れる可能性が出てきたわけだが、それでも、
大阪都構想に挑戦するのか、知事に伺う。

大阪維新の会
大阪府議会議員団

前田 将臣
（岸和田市）

角谷 庄一
（大阪市生野区）

他の主な質問項目
●万博の成果・剰余金の活用
●公園（※１）入園料改定後の取組
●私立小中学校の経常費補助金
●こども性暴力防止法
●Beyond EXPO 2025
●大阪都市魅力創造戦略2030
●ウィズユーおおさか
●第3期依存症（※２）対策推進計画

他の主な質問項目
●少子化対策の方向性
●学びの多様化学校
●府立学校の環境整備
●避難所環境の改善
●高次脳機能障がい支援
●地域公共交通の確保・維持
●「Beyond EXPO 2025」の方向性
●食品ロス削減

他の主な質問項目
●整備方針※

●幼保小の架け橋プログラム
●教員の確保や職場環境の改善
●自転車事故防止への取組
●夜間緊急歯科診療体制確保
●国民健康保険料
●介護保険料
●運輸事業振興助成交付金

副首都実現に向けた
大阪都構想の必要性

見込まれる効果は、中小企業の生産性向
上や販路開拓など、稼ぐ力を高める支援

を行うことで、物価上昇も踏まえた持続的な賃
上げの環境整備に繋げること。賃上げは行政の
支援だけで実現できるものではなく、政労使が
一体となった環境整備の取組が必要。大阪政労
使会議での共同メッセージ※2も踏まえ、府内全
ての企業が賃上げできるよう取組む。追加の物
価高騰対策については、経済環境の変化や国
の動向も踏まえつつ、必要に応じて適切に対応。

公明党
大阪府議会議員団

藤村 昌隆
（大阪市平野区）

今回の「中小企業向け賃上げ促進パッ
ケージ」※1によって、どのような効果を見

込み、今後の賃上げ実現に向けてどう取組む
のか。また、今般の中東情勢により、原油等の供
給不安なども顕在化し、今後、更なる物価高騰
への懸念が高まっている。必要とあれば躊躇
せず、地方創生臨時交付金のみならず、財政調
整基金も機動的に活用し、追加の対策を講じ
るべき。

Q

Q

物価高騰対策

A 物価高騰の影響は広く府民に及ぶが、
中でも家計に占める食費の割合が大き

く、物価高騰の影響を強く受けている子育て
世帯や大学生等や、社会福祉施設等の職員の
方々について、特に手厚く支援するため、ス
ピード感を持って食費支援や、ギフトカードの
配付を進めている。加えて、物価高騰が続く中
でも、労働者の賃金が継続的に上昇する環境
を整備することが極めて重要と考え、今議会
に約58億円の中小企業向けの賃上げ促進策
を盛り込んだ予算案を提出した。

自由民主党
大阪府議会議員団

しかた 松男
（大阪市城東区）

我が会派では、地方創生臨時交付金を
最大限活用し、物価高騰の影響を受け

る府民や事業者に迅速に必要な支援を届ける
よう、府に要望してきたところ。今回の物価高
騰対策について、生活支援は子育て世帯や若
者が中心で、高齢者に特化した支援は盛り込
まれていない状況である。高齢者への支援に
ついても検討すべきと考えるが、所見を伺う。

物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金

Q

3月2日（代表質問）

3月3日（代表質問）

3月4日（代表質問）

A

A

　２月定例会は、代表質問、一般質問にはじまり、各常任委員会での審査を経て、本会議で採決
を行い、令和8年度の当初予算案（総額約7兆2,067億6,404万1千円【特別会計を含む】）をはじ
めとする知事提出議案112件を可決・同意・承認し、「副首都・大阪にふさわしい大都市制度協議
会の設置に関する件」など知事提出議案４件を閉会中継続審査としました。　
　また、議員提出議案２件、意見書案２件を可決したほか、請願1件を採択しました。

各議案の概要については、府議会ホーム
ページの［本会議→令和
７年度］、議案審議などの
模様は［インターネット
中継］の録画配信をご覧
ください。

※1　日本万国博覧会記念公園
※2　ギャンブル等依存症

※　府立学校施設長寿命化整備方針

※　大都市地域における特別区の設置に関する法律

※1　中小企業向けの賃上げ促進施策 ※2　賃上げが継続する環境整備に向けたメッセージ

議案の議決結果

●�障がい福祉サービスにおける支援現場の実態に合った報酬体系等への改善を
求める意見書
●有権者の知る権利を阻害する選挙妨害への対応強化を求める意見書

●令和8年度大阪府一般会計補正予算（第1号）の件
●副首都・大阪にふさわしい大都市制度協議会の設置に関する件
●副首都推進局共同設置規約を変更する件
●大阪府組織条例一部改正の件

意見書　可決 2件

閉会中継続審査　4件

知事提出議案　可決・同意・承認 112件
●令和8年度大阪府一般会計予算の件など

●大阪府議会会議規則一部改正の件
●大阪府議会委員会条例一部改正の件

●総合的難病対策に関する件（第１項）

議員提出議案　可決 2件

請願　採択 １件
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3月5日・6日・9日の3日間、
一般質問を行いました。

令和8年2月定例会
一般質問の主な項目

12月10日・11日・12日の3日間、 
一般質問を行いました。

令和7年11月定例会
一般質問の主な項目

Q 外国語を学ぶ前に、基
になる母語教育が重要と
考えるが、見解を伺う。
A 国語で正確に理解し、
適切に表現する資質等の
育成に向け、国語教育の
充実を図る。

Q 大阪版D-EST（※15）の創
設について、府における
この間の進捗状況を教育
長に伺う。
A 令和７年に検討チーム
を設置し、令和8年4月に
災害時学校支援チームを
立ち上げる。

維新
紀田 馨

（大阪市城東区）

Q 副首都大阪のランド
マークとして、大手前地
区での国との合同庁舎整
備の働きかけを。
A 副首都推進本部会議で
国への提案の方向性が定
まれば実現に向け力を入
れていきたい。

維新
岡沢 龍一
（枚方市）

Q ミャクミャクをレガシー
として府の広報で活用で
きるよう、万博協会（※5）に
働きかけては。
A 府の施策等の広報や事
業に、ミャクミャクを積極
的に活用できるよう働き
かけていく。

Q 制度（※14）拡充に伴い見
込まれる財政軽減分を教
育に再投資することにつ
いて見解は。
A 財源措置に関わらず、
英語教育等の予算を要求
しており、教育の充実に
向け取組む。 

維新
上田 健二
（寝屋川市）

公明
大橋 章夫
（枚方市）

公明
肥後 洋一朗

（寝屋川市）

自民
うらべ 走馬

（茨木市）

維新
坂元 正幸
（守口市）

Q IRの意義等について
理解を深めていただくた
め、どう効果的な情報発
信を行うか。
A 専門的なノウハウも活
用し、新たな手法も検討
しながら、戦略的な情報
発信に取組む。

Q 枚方市や北河内地域の
その他の市に、新たな支
援学校整備を検討したこ
とがあるか。
A 四條畷校本校化に続
く新校は検討していない
が、教室不足等を見極め
て対策を検討。

維新
杉江 友介
（吹田市）

Q 万博のレガシーを活か
しながら、どのように介
護現場への支援を行うの
か伺う。
A 事業所等の課題を一緒
に考え、介護現場の環境
改善を支援し、人材確保・
定着を推進。

Q 太陽の塔の世界遺産
登録の実現に向け、どの
ように取り組んでいくの
か伺う。
A 公園（※18）全体の文化財
的価値を高めるため、旧
鉄鋼館等の文化財（※19）登
録を目指し調査を実施。

Q 物価高騰対策として子
ども等への食費支援だけ
では不十分。追加対策の
検討、実施を。
A 更なる対策が必要と認
識。今後国から示される
交付金(※17)の総額等を踏
まえ、適切に対応。

Q 府立高校内装リニュー
アルは当然の取組。機能
改善や建替え等抜本的な
対応が不可欠。
A 建替えや大規模改修を
行うとともに、新たに内装
リニューアルを進め、魅
力を高める。

維新
前田 洋輔
（八尾市）

Q 交付金（※16）は、地域の
実情に応じて子ども施策
を実施できるよう充実さ
せていくべき。
A 交付金は、活用メニュー
の精査を行い、市町村が
より活用しやすくなるよ
う見直す。

Q 成田空港に伍する関
西国際空港の実現に向け
て、さらなる機能強化を
図るべき。
A 国際就航ネットワーク
拡充等をBeyond EXPO 
2025に位置付け、機能強
化を図っていく。

Q 通路低温化事業（※13）で
大きな仕様変更を口頭確
認のみで行ったことは手
続きとして不適切。
A 今回の事務手続きは不
適切だったと反省してい
る。改めて変更契約の手
続きを進める。

Q 公共施設と交番の合築
はメリットが多く、こうし
た取組を府下全域に拡大
できないか。
A 設置費用の面で良い条
件となり得る。交番等の
最適化等を個別に踏まえ
適切に判断。

Q 府民の命を守る最前線
である地域に身近な府内
全交番にAEDを設置でき
ないか。
A 大阪府警察ではAED
の有用性については、十
分に認識。関係部局と検
討してまいる。

維新
西林 克敏
（堺市南区）

Q 研究セキュリティの確
立には専門人材の配置が
不可欠。大阪公立大学の
取組は。
A 定期的に警察等と他大
学の研究情報流出等のリ
スク事例の共有を図って
いる。

Q 浜寺公園の子供汽車に
ついて、早期の運行再開
を望む。運行再開に向け
た検討状況は。
A タイヤ式で汽車風の車
両を導入し、新ルートを
検討。令和８年度に実施
設計を予定。

Q 消防団員確保に向け、
「おおきに大阪消防団応
援の店」（※12）に新たに取り
組んだ狙いは。
A 消防団員処遇向上の
他、地域の応援を感じ、や
りがいを持ち活動される
と考え、実施。

民主
山田 けんた

（枚方市）

Q アスマイルを若い人が
利用すれば、発信力も期
待できる。若い人の利用
について伺う。
A 年齢制限撤廃に加え、
プロモーションを充実・
強化することで認知度の
向上に努める。

Q ハニカム清掃（※11）が盛
り込まれた、衛生管理の
手引書の改訂を受け、ど
う周知啓発するか。
A 手引書を基に、小売事
業者に指導を実施すると
ともに、セミナー等で周
知啓発を行う。

維新
西元 宗一
（羽曳野市）

Q 「基本的な言葉の力」が
子どもたちの学力課題。
特に小中学校での取組の
充実が必要。
A モデル校（※10）を指定
し、言語能力を育む取組
や図書館を活用した授業
づくりを進めている。

維新
西野 弘一
（東大阪市）

Q 大阪母子医療センター
の建替え時期を踏まえた
老朽化への対応につい
て、見解を伺う。
A 来年度修繕箇所の調査
等を行い、修繕計画を策
定し、医療提供に支障が
ないよう支援。

Q 高齢者医療費助成制
度の創設と重度障がい者
医療費助成の調剤薬局無
料化復活を。
A 高齢者医療費助成制度
の創設と重度障がい者医
療費助成の院外調剤の無
償化は困難。

Q 医療費未収金防止の
観点から外国人観光客の
海外旅行保険加入促進事
業について伺う。
A 府内の観光周遊チケッ
トの割引特典を付与した
啓発資材作成などを通じ
て促進する。

Q ORDEN（※7）のような
都市OS（※8）の活用と、規
制改革も組み合わせて、
まちづくりを進めるべき。
A 市町村等と連携のも
と、規制改革の検討を含
め、基盤（※9）を活用したま
ちづくりに取組む。

維新
大橋 一功

泉大津市、高石市
及び泉北郡

Q 今後、市町村が将来課
題（※6）を検討し、住民の理
解を得ていくために、ど
う取り組むか。
A 具体的な取り組みへの
支援や情報発信など、市
町村と連携し積極的に取
り組んでいく。

維新
坂上 敏也

（大阪市中央区）

維新
徳村 さとる
（大阪市鶴見区）

Q 府における新規就農者
の確保・育成に向けた施
策の今後の取組みについ
て伺う。
A 来年度から、早期定着
に向け、講座を開設。大阪
農業の魅力を高め担い手
確保を加速。

Q 大阪府ドクターヘリの
運航が厳しい状況。府域
の次年度の運航体制をど
うするのか。
A 広域連合内の広域的な
カバー体制により、体制
確保。運航再開に向け、調
整を続ける。

自民
由井 聖太
（東大阪市）

維新
富田 武彦

（大阪市東住吉区）

Q 河内警察署について、
老朽化や狭隘化対応が必
要と考えるが、どのよう
な考えなのか。
A 府民の方が利用しやす
い警察施設となるよう、
必要な措置について考え
る。

Q 万博PV（※3）工事代金未
払い問題における被害者
救済の特別措置の必要性
をどう考えるか。
A 相談体制構築や審査
会（※4）の紹介等、引き続き
国や協会（※5）と連携し、サ
ポートしていきたい。

Q 新大阪駅エリアでの民
間都市開発の具体化に向
け、どのように取り組ん
でいくのか。
A 南口エリアの先行的な
取組等のプロモーション
を進め、民間都市開発の
機運を高める。

Q 魅力的で安心して遊べ
る場所にするため、二色
の浜公園の遊具の改修及
び更新は。
A 古くなった遊戯広場の
大規模改修等を行い、イ
ンクルーシブな遊具（※2）

等も設置予定。

Q 府教育庁でも教員の
奨学金返還支援制度を
実施していただきたい。 

A 今後、国の検討状況を
注視し、他府県の事例に
ついて調査・研究をして
まいる。

共産
石川 たえ
（吹田市）

維新
中川 あきひと

（堺市堺区）

Q 「生駒山系花屏風構想」（※1）

は、大変意義深いものと
考える。新たな展開を図
るべき。
A 地元市等の協力のも
と、更なる植栽地区の追
加や管理体制等について
検討を進める。

Q 法令の一律の基準によ
らず、地域の実情に応じ
た条例を定めることはで
きないか。
A 法令に違反しない限
り、上乗せ条例や地方公
共団体独自の条例を制定
する手法がある。

Q 全国豊かな海づくり大
会の開催に向け、オール
大阪でどう機運を盛り上
げていくのか。
A 森林や海浜の保全活動
等でのPRの他、民間企業
の協力によるのぼりの掲
出等を進める。

Q 老朽化した公共施設の
対応や中小企業支援強化
等、府も国と同様に積極
的財政運営を。
A 今後も、財政規律を堅
持しながら、重要政策に
必要な投資をする財政運
営を行う。

Q 大阪わかば高校と生野
支援学校の併設における
運営体制や教育内容の充
実の進捗は。
A 統括校長を置くなど
し、両校連携による相互
交流や協働的な学びを実
施していく。

Q 継続的な学びを提供で
きる中高一貫教育はます
ます重要。メリットとデメ
リットは。
A 受験競争の低年齢化へ
の懸念等はあるが、６年
間で系統的に能力を育む
ことができる。

維新
岩木 均

（大阪市平野区）

維新
和田 賢治

大阪市天王寺区
及び浪速区（ ）

維新
森 和臣
（和泉市）

維新…大阪維新の会大阪府議会議員団
公明…公明党大阪府議会議員団
自民…自由民主党大阪府議会議員団
民主…民主ネット大阪府議会議員団
共産…日本共産党大阪府議会議員団

※1 ��府民との協働で花木などを植栽し、次世代に残す大阪の
誇るべき資産とする構想

※2 ��障がいの有無にかかわらず、誰もが一緒に楽しめる遊具
※3 ��パビリオン
※4 ��建設工事紛争審査会
※5 公益社団法人2025年日本国際博覧会協会
※6 ��基礎自治機能の充実・強化に向けた将来課題
※7 ��大阪広域データ連携基盤

※8 	� �各分野に分断されていたデータを、統合して運用できるようにす
る統合運用システム

※9 	� データ連携基盤
※10	「言語能力をはぐくむモデル校」に指定した府域の小中学校20校
※11	��冷蔵ショーケースの衛生保持のために行う、ハニカム（冷風吹出

し口）の定期的な清掃
※12	��消防団を応援するために、消防団員を対象に割引などのサービス

を提供しているお店 

維新
山下 昌彦

（大阪市淀川区）

維新
渡辺 ひでつな
泉南市、阪南市並びに
泉南郡田尻町及び岬町（ ）

公明
川岡 栄一
大阪市大正区
及び西成区（ ）

自民
須田 旭

富田林市、大阪狭山市
及び南河内郡

民主
野々上 愛

高槻市
及び三島郡（ ）

維新
中谷 恭典

柏原市
及び藤井寺市（ ）

※18 ��日本万国博覧会記念公園
※19 ��登録有形文化財

※13 ��中央卸売市場の水産仲卸通路低温化事業
※14 ��就学支援金制度
※15 ��教育版DMATとも言われる災害時学校支援チーム
※16 �大阪府新子育て支援交付金
※17 ��地方創生臨時交付金

維新
土井 一慶

大東市
及び四條畷市（ ）

公明
山下 浩昭
（東大阪市）

維新
奥村 ユキエ

（堺市中区）

維新
中川 剛
（貝塚市）

維新
角谷 庄一

（大阪市生野区）

維新
山本 真吾
（松原市）

維新
木下 昌久
（豊中市）

公明
中野 剛
（茨木市）

公明
藤村 昌隆

（大阪市平野区）

維新
植田 正裕
（豊中市）

（ ）

公明
垣見 大志朗

（岸和田市）

（ ）

オンライン一般質問を行いました。
令和7年11月定例会におい
て、都道府県議会では全国
初となるオンラインによる
一般質問が行われました。

令和8年（2026年）4月15日　水曜日




